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Abstract

When reproducing economic systems by multi-agents, it is very hard to collect a number

of data to generate agents’ behaviors. Therefore, the goal of this paper is to construct

an economic simulation that uses data from the government statistics. It is easy and

costless to collect the data from the government statistics. However, raw data of the

statistics should not be directly applied to the simulation, because most of the data are

too generalized to assign to the agents. This paper transforms the raw statistics data to

micro data to assign agents’. Additionally, this paper applies“ domain knowledge”to the

simulation in order to approach real economy. The domain knowledge is an element that

features the economic model in the simulation. Using these methods, this paper conducts

two kinds of simulation. One is a consumption behavior simulation. In this simulation,

we used a thesaurus structure of products as domain knowledge. Another is an economic

effect simulation that uses the inventory turnover period as domain knowledge. As a result,

the both simulations could reproduce dynamic economic attributes.
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1 序論

社会経済は，複雑な要素が干渉しあう事で構成されている．これらの要素の中には，人間

の行動や社会構造，政治，地理的要因等が挙げられ，時系列で相互に影響を及ぼす事で価格

の形成等の様々な経済的現象が発生する．経済現象を分析する手法として，経済学がある．

経済学では，社会を定式化し，統計的に分析することで経済の傾向や状態等に解釈を与える

ことができる．例えば本稿の 5章で扱う経済波及効果の分析では，産業同士の取引を集計し

たデータを状態遷移表のような形態で定式化して産業構造を表現するマクロ統計データを作

成し，数学的に経済効果の波及の定常解を算出することを可能にしている．この分析手法に

よって，公共事業等で経済を活性化させるための指標の作成や見通しを行うことができる．

ただし，定常解の分析では時間の概念が無視されているために，計算結果は最終的な生産誘

発高の合計値であり，静的な分析である．従って経済効果がどの程度の期間持続するのかと

いうことや，波及の時間差等は不明である．しかし，公共事業による経済の活性化において

も，経済効果が長期間に渡って徐々に発生する場合が良いのか，特効薬として短期間で経済

を刺激する場合が良いのかについては，その時々の状況によって変わると考える．すなわち，

従来の定式化によるアプローチではこの動的な特性を試算できない場合があり，社会経済の

内部はブラックボックス化した存在になり，経済的な現象の過程や局所的な分析を困難にし

ている．

このような観点から，近年では社会シミュレーションという新しい分析が盛んに行われて

いる．社会シミュレーションとは，社会に存在する要素を可能な限りコンピュータ上に構築

し，様々な現象を擬似的に再現するものである．この時，社会に存在する様々な物や要素を

モデリングするために，マルチエージェントシステムが用いられる．マルチエージェントシ

ステムとは，エージェントと呼ばれる行動規則や属性等のパラメータを設定した主体を複数

行動させることで，複雑な現象を再現するシステムである．特に社会シミュレーションでは，

人間等をエージェントでモデリングすることによって複雑な経済的活動をミクロレベルから

再現することを可能にしている．近年では，東京工業大学で開発された SOARS[1]や，ノー

スウェスタン大学で開発されたNetlogo[2]等の社会シミュレーションプラットフォームも存

在する．SOARSを用いた感染症のパンデミック対策の研究 [3]では，人間が社会生活の中で

学校や職場に移動することで感染し，感染が拡大するメカニズムの再現を目指している．ま

た，これらのプラットフォームはプログラミング能力による障壁を減らす工夫がされている

ため，今後益々幅広い分野で社会シミュレーションが利用されることが予想できる．このよ

うに社会シミュレーションでは，ミクロレベルから社会経済を再現したシミュレーションを

行えるため，現象の発展過程の観察や局所的な創発現象の発見が期待できる．しかし，社会

シミュレーションによって妥当性のある結果を導き出すためには，妥当なデータが大量に必

要になる．何故ならば，人間の複雑な行動をエージェントでモデリングする場合には，実際

に人間がどのような行動をどの程度実施するのかというデータを用いてエージェントの行動

規則を決定する必要があるからである．従って，人間のように均一でない行動を行う主体を

対象にモデリングをする場合は，相応に大量のミクロデータを基にして均一でないエージェ

ントを生成する必要がある．このような理由から，大規模な社会シミュレーションではデー

タ収集に非常に多くの労力が必要になる．

そこで本稿では，容易に入手可能な政府統計データを分解し，大量のミクロデータを生

成することでデータ収集の問題を解決することを目指す．政府統計は，大規模なサンプリン

グから作成されているデータであり，無料で一般に公開されている．従って政府統計からミ

クロデータを正しく推定することが出来れば，大規模なシミュレーションがより精度高く実
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行可能になる．更に，政府統計で提供されているデータは多岐に渡るため，様々な種類のシ

ミュレーションが構築可能になると期待できる．その為に政府統計を用いたシミュレーショ

ンの構築手法を提案し，実際に社会シミュレーションを構築する．本稿では特に，消費行動

のシミュレーションと，産業全体の波及シミュレーションを対象に，政府統計データを基に

してシミュレーションを実施し，その妥当性を評価する．
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2 関連研究

2.1 政府統計データ

本稿で使用する統計データは，総務省統計局が中心となり公開しているWebサイト「政

府統計の窓口 e-stat」[4]より引用する．e-statでは，各省庁が独自に調査したものや，国勢

調査，各種センサスで集計された統計データが無料で一般に公開されている．政府統計デー

タは過去のものまで参照できるようになっており，CSVやExcelファイルとしてダウンロー

ドが可能である．また，調査内容によって集計の粒度は様々であり，日本全体の統計や都道

府県別，更に市町村別のデータが存在する統計表も存在している．例えば，農林水産省から

は，農業・林業・水産業・畜産業等の統計データが入手できる．更に農業分野では，農業経

営体についての規模や利益の分布，農産物の作況調査，青果の卸売価格等多くの調査データ

が存在する．作況調査では，収穫量や品質，被害状況が日本全体から市町村別までの粒度で

提供されている．作況調査のデータを詳しく見ると，10a当たりの収穫量等の平均値や，作

付面積等の総量，後は作況指数という年毎の生育状況を表す指標が存在する．政府統計デー

タに表れるのは大体がこの平均値，総量，指標であり，後はこれらで表現する構造や分布で

ある．従って政府統計データを用いることで，状態や一般的な傾向等を読み取ることができ

る．これらの値は，日本政府による大規模な調査の基に算出されているために，統計量とし

ての信頼度は高いと考える．従って我々が独自に調査するよりも傾向や状況が精度良く表さ

れることが期待でき，利用価値の高いデータである．他にも，経済産業省からは金融，工業，

資源やエネルギーに関するデータ，厚生労働省からは医療・介護費，疾患，雇用動向等，社

会をシミュレーションに活用できるデータが多岐に渡って公表されている．ただし，各省庁

によって産業の分類や物の分離の定義等が若干異なる場合があるため，複数の省庁からデー

タを収集し，融合する場合には注意が必要である．

2.2 マクロ経済学による経済予測

本稿の 5章で扱う産業連関表という各産業同士の取引金額が記載されている統計表を用い

ることで経済の予測を行う研究がある．まず，RAS方式 [5][6]では，既知の異なる 2年度の

産業連関表を用いて産業の生産活動の変化を計算し，その傾向を用いて将来の生産活動を

予測する．例えば平成 5年と平成 10年の産業連関表を用いて予測を行う場合は，まずどち

らかを基準年とする．そして基準年に物価等を考慮して片方の産業連関表の取引額を調整

する．その後，2つの産業連関表から加工度変化と代替変化を求めることで経済の変化傾向

を推計し，将来の産業連関表を作成する．加工度変化とは，労働力と資本の組み合わせの変

化を表すものであり，具体的には生産に要する材料費とその他の費用の経年による変化であ

る．すなわち，技術や設備の発展等で生産体系がどのような傾向で変化したかを推計する．

他方の代替変化は，生産に要する材料の内訳の変化を表す．すなわち，原材料の変化によっ

て生産する物の変化によって，産業間の取引の構造の変化の傾向を推計する．RAS方式は

この 2つの観点から経年による経済構造の変化を推計し，将来の経済構造を予測する．

次に国際投資貿易研究所の JIDEAモデル [7]では，複数の産業連関表を独自の 66分類

に分解し，その後回帰式を適用することで産業の生産活動を予測する．RAS方式では 2つ

の産業連関表から推計を行うが，JIDEAモデルでは更に多くの産業連関表を用いることで，

より経済全体の変化の傾向を表現していると考える．そして慶應義塾大学産業研究所では，
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KDB[8]と呼ばれる独自のデータベースを用いて RAS方式やその他の手法から経済予測を

行なっている．KDBは産業連関表をはじめとしたマクロ統計データを収集し，分解，再構

成することで整合性のとれた独自の産業連関表を作成することを可能にしている．

以上のように産業連関表を用いて将来の経済の産業の生産活動を予測する研究があるが，

これらを用いて分析されるのは GDP等のマクロ指標である．すなわちマクロ経済学では，

マクロ統計データを用いて将来のマクロ統計データを推計し，推計された産業構造を用いて

経済全体の推移を分析する方針が主流である．本稿では，対称的にマクロ統計データをミク

ロな状態に変換し，ミクロなままでシミュレーションを行うことで，より近い将来であり局

所的な分析を可能にすることを目的としている．

2.3 経済シミュレーション

社会経済を対象としたマルチエージェントシミュレーションは，様々な実装の手法が試み

られてきた．Mehdi[9]らは，ニジェールの人口 126人の小規模な村を対象にして社会の成長，

特に人口の推移を再現することを目的としてシミュレーションを行った．このシミュレー

ションでは人間を模したエージェントが，雨季と乾季によって仕事を変更し収入を得る．そ

して貯蓄を用いて土地の拡張や結婚をすることで社会が発展していく過程を再現している．

これらの活動は文化によって大きく異なるため，地理的情報，土地の風習，宗教行事，家族

の意思決定手法，経済活動の実地調査を行いシミュレーションを構築している．地理的情報

は統計データを用いているが，その他の情報は 1年以上のインタビューを主にする調査活

動によって構成されている．少ない人口の村をシミュレーションで構築する場合でもデータ

収集と調査が困難であることがわかり，同様の手法で日本やその都市等の規模のシミュレー

ションを構築することは非常に困難であると考える．

出口 [10]らは，家計，政府，銀行，中央銀行，農家，製粉業，パン製造業，製鉄業，機械

製造業の 9主体から構成される仮想経済をマルチエージェントシステムで構築している．た

だし，このシステムのエージェントは現実の人間が操作する．すなわち，システムに参加す

る人間達がそれぞれ意思決定をするゲーミングシミュレーションである．出口はこのゲーミ

ングシミュレーションで現れた人間の意思決定手法を分析し，同様の仮想経済でルールベー

スにより意思決定を行うエージェントを用いたシミュレーションモデルの構築 [11]を試み

た．具体的には，前期の経済成長が 20～50％ならば「景気良好」や，「景気が良好なら政府

は法人税を 5％上げる」等の連鎖的な反応が期待できるルールを多数設定している．しかし，

交渉等の高度な知的戦略の反映については，今後の課題として挙げている．

以上のように，現実世界に沿うシミュレーションを構築するために様々なデータ収集が行

われている．特に，エージェントの行動規則の定義では，長期間の調査や実際の人間のト

レース等，現実世界から知見やデータを取得する工程に多大な労力が必要であることがわ

かる．この問題を解決するために，本稿では政府統計データを基データとして，シミュレー

ションやエージェントモデルの構築を行う．政府統計データを用いる重要性は市川と出口の

の研究 [12]でも論じられており，シミュレーションの再現性等を考慮した場合にも非常に有

効である．しかし，統計データそのままからは，マクロ情報だけしか取得出来ない．従って

マクロ情報を，ミクロなエージェントのレベルまで変換する技術を開発する．
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3 マクロミクロシミュレーションフレームワーク

3.1 マクロミクロシミュレーションの概要

本稿で提案する統計データを基にしたシミュレーションの全体の流れを図 1に示す．まず，

マクロ統計データをミクロな情報に変換する．マクロ統計データは，多くのサンプリングの

合計値や，平均値で表されている場合が多い．これに対してミクロデータは，分散が大きく

極端な値を取る場合がある．例えば一ヶ月の食品の消費額を考えてみると，野菜を全く食べ

ない人間や肉だけを食べる人間等が存在すると考えられる．従って，ミクロな状態に分解す

る場合は，値の偏在を考慮しなければならない．加えて，ミクロ値の分布を定義する必要が

ある．例えば，所得や売り上げ数の分布がパレート分布になる等の現象が知られている．こ

のことからも，単純に一様に分布させることは，妥当ではないと言える．同様に構造をミク

ロに分解する際にも，その構造を構成する要素から体系的に推定し，社会に存在する形状や

状態を保つ必要がある．以上の条件を満たしつつ，生成されるミクロデータの統計量を元の

マクロ統計データに一致させることで，現実に近い社会の状態を構築する．

次に，生成されたミクロデータをシミュレーションに適用する．この時に，目的とする社

会モデルに近づけるために，Domain Knowledgeを注入する．Domain Knowledgeとは，再

現する社会現象に関係があると考えられる特徴や特性である．Domain Knowledgeを用いる

ことで，シミュレーションがマクロ統計データだけに依存して動作するのではなく，社会の

性質としてシミュレーションを特色付けることができる．以上によってシミュレーションの

初期状態が決定される．なお，変換時に定義した分布を確率分布として定義したり，構造の

推定部分の一部をランダムに行えば，基データに沿いながらも異なるミクロデータを持つシ

ミュレーションが作成できる．すなわち，シナリオを複数生成することができる．複数のシ

ナリオは，個々に分析することで過渡現象を分析することが可能になる．この時，個々のシ

ナリオ一つ一つは厳密には違うために，全て同じ現象を再現するとは限らない．従って初期

状態の違いと現象の差分が検証できる．また，全てのシナリオ結果を統合することで，ミク

ロ化による変換の差が丸められる．従って統合した結果は，従来の静的分析に近い結果にな

ることが予想される．すなわち，シミュレーションがマクロ的な特性を保存していることの

検証が可能である．

3.2 ミクロエージェント生成例

3.2.1 マクロデータに対する仮説

総務省統計局統計調査部消費統計課により 2010年 12月 24日に公開された平成 21年全

国消費実態調査 [13]の「年間収入階級・年間収入五分位階級・世帯主の年齢階級，購入形

態，品目別１世帯当たり１か月間の支出」を用いて，一般消費者としたミクロエージェント

を生成するまでの例を表す．このデータは，年間収入額毎に品目毎の一か月の消費額の平均

値を表したものである．このマクロ統計データでは，一般消費者が月平均でどんな製品にど

の程度消費しているかが，年収階級毎に記載されている．また年収階級毎の人口分布も記載

されている．このマクロ統計データから，ミクロデータの特性を考慮した分解を行う必要が

ある．そこで本稿では，このマクロ統計データの源が滑らかな連続値であると仮定して，年

収階級のビンを揃えた後に，曲線補間を行い連続値のデータに変換している．この曲線補間

を，人口分布や各品目の消費額等全ての項目に対して適用する．これにより年収と消費額等

のパラメータの関係をより詳細に表現したが，月平均の消費額を曲線補間しているために，
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図 1: マクロミクロシミュレーションフレームワークの全体像

まだミクロなデータではない．すなわち，現段階では年収と平均消費額の関係が連続的に表

されただけである．これに対して実際の人間には選好があると考えられ，このような平均的

な購入を行うのではなく，個人毎にユニークな消費モデルが存在する．そこで，統計量を損

なわずにエージェントにランダムに選好を付与する手法を考案した．

3.2.2 ミクロ化変換:消費額の交換

統計量を損なわずにエージェントにランダムに選好を付与する手法として，消費額をエー

ジェント同士で交換する．その際，消費額を交換するカテゴリと金額は，乱数を用いて決定

する．例えば，エージェントAの消費額の初期値が穀物に対して 6000円，野菜類に対して

3000円，魚介類に対して 2000円，エージェント Bが穀物に対して 5000円，野菜類に対し

て 1000円，魚介類に対して 3000円であるとする．この時，乱数によって Aの穀物消費額

2000円がBの穀物消費額へ移動すると，それを補うために乱数によってBの野菜類か魚介

類の消費額 2000円がAへ移動する．この場合 Bの野菜の消費額が 1000円であるため，必

然的に魚介類の消費額が移動する．これを元の統計表で同じ年収階級のエージェント同士で

行えば，統計量 (平均値)を損なわない．このようにエージェント同士で消費額を交換するこ

とで，各品目の消費合計金額や個人の消費金額の統計量を損なわずに，各エージェントが異

なる消費モデルを持たせることができる．このようにして生成したエージェントを用いて，

次章で消費行動のシミュレーションを行う．
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4 消費行動シミュレーション

4.1 消費行動シミュレーションの目的

前章で統計データから生成されたエージェントが，資産や商品価格を参考にして，消費

と販売を行うシミュレーション [14]を行う．消費と販売は，経済の最も重要で基本的な行

動である．本稿では特に消費行動に影響を与えている要素は，価格と選択肢であると考え

た．まず，価格は購入の可否に直結するため，一番重要な要素である．この価格も，個人に

よって購入意欲が湧く基準が存在すると考えられる．次に選択肢があることにより，価格の

水準によって消費行動の変化が期待できる．これにより需要と供給のバランスにより価格

が形成・変動する社会現象を再現することが可能になると考えた．そこで本章ではDomain

Knowledgeとして物の代替性による消費行動の判断ルールを付与することにより，現実に近

い購買モデルを構築する．Domain Knowledgeとして物の代替性を付与するのは，社会内に

存在する物の関連を表現することを可能にするためである．物の関連を定義することで，消

費者の選択も物の種類で関連付けることを可能にする．これにより状況に反応して販売数の

偏りが発生し，消費の移り変わりによる価格への影響などの経済現象を創発することができ

ると考える．そして，この社会現象を再現するために，生産と消費を行うエージェント，消

費だけを行うエージェント，生産だけを行うエージェントの 3種類を定義し，実際の社会の

ように生産と消費が相互に影響する経済モデルを構築した．これは，エージェントが需要の

推移から生産数を変更する判断をすることで，市場への供給量を動的に変化させるためであ

る．また，消費行動では現実の人間の判断に近づけるために，留保価格と商品の代替性によ

る判断ルールを定義した．

4.2 Domain Knowledge:データ管理と代替性

管理するデータは，製品，特性，カテゴリ，在庫，エージェント (生産者，販売者，消費

者)である．その関係を図 2に表した．製品は物の概念を保管するデータであり，カテゴリ

や特性は，製品の情報の一部である．特性は製品の性質等を保管するデータであり，表現の

制限を低くしている．カテゴリに関しては階層構造で構築しており，任意のカテゴリから上

位・下位のカテゴリを検索することが可能である．カテゴリを階層構造にすることで，消費

者が代替品の検索にカテゴリを用いることを可能にしている．また，カテゴリーに代替性の

フラグを付与することで，商品間の代替性を設定可能にしている．これにより，図 3のよう

に米とパンは，穀物というカテゴリレベルでは代替可能であるが，穀物と野菜はその上位で

ある食物カテゴリで代替不可能であるという設定を行うことを可能にする．最後に在庫は

エージェントが持つ製品の実体であり，消費・生産されるオブジェクトである．以上のよう

なデータ管理の設計を行うことで，社会の消費行動を再現するためのデータを効率よく管理

しつつ，拡張性を高めることができる．

7



図 2: データ構造

図 3: 商品間の代替性

4.3 シミュレーションへのマッピング:エージェントモデル

4.3.1 消費行動

消費額の交換を経て生成されたエージェントには，それぞれ各品目に対する消費額が設定

されている．今回は，消費行動の際に基準にするパラメータを消費量にするために，各品目

の年平均の店舗価格を表した統計データ [15]を用いて消費金額から消費量に変換してエー

ジェントに設定した．この消費量に従って物の消費を行う．消費エージェントが購入の判断

材料に用いるものは，販売価格，留保価格，代替性である．留保価格とは，買い手がその商

品を買っても良いと考える金額のことである．留保価格は，消費エージェントの品目毎にそ

の品目に属する製品定価の平均額を正規分布に従って分散させた．

エージェントの消費行動の判断手順を説明する．まず，消費する商品の価格と留保価格を

比較する．この時，留保価格以下であれば，消費重量分の購入を行う．これに対して留保価

格以上の場合は，代替性のある商品同士の消費量対価格を比較して安い商品を消費量分だけ

購入する．

4.3.2 生産行動

今回は，生産に必要な費用は無視し，生産したものは市場エージェントが全て買い取る

こととする．エージェントは，1年に一回生産を行い全て市場に販売する．また，生産量は
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エージェントに設定される初期の年間収入額を得る量だけとする．

4.3.3 販売行動

市場は生産者の生産物を全て買い取る．販売額の変更は各品目毎に，前回と前々回の売り

上げ数を比較し，売上数が下がっていれば供給過多になるため価格を 1 ％下げ，それ以外で

は 1％価格を上げる．

4.4 消費行動シミュレーションの実験

4.4.1 実験の設定

代替品選択による価格変動に注目して実験を行う．従って代替品の選択を行わないモデル

と，代替品を選択するモデルを実験する．代替品を選択するモデルでは，代替品選択を行う

確率を変化させることで価格変動への影響を分析する．今回は確率分布として単純増加と，

下記のシグモイド関数を使用する．この時，シグモイド関数の aの部分をゲインと呼び，ゲ

インを変更させることで代替品選択の確率分布を変化させる．σ(x) = 1
1+e−ax

共通の設定は，農家の人口は全人口の 4.2％であると定義し，生産エージェントを生成．

今回市場で取引される商品は米とパンだけとした．生産・消費エージェントは合計 1000体．

米の初期販売価格は，1キログラム当たり 500円．パンの初期販売価格は 340グラム当たり

164円とする．

4.4.2 代替品選択と価格変動

米の価格変動を図 4，パンの価格変動を図 5に表す．図の点線が代替品選択を行わないモ

デルであり，実線が代替品選択の確率が単純増加の直線，太線がゲイン 10のシグモイド関

数，破線がゲイン 40のシグモイド関数の場合の価格変動の推移である．代替性がない場合

は，初期の期間に価格変動が発生し，その後すぐに収束する．これは，エージェントが購入

をする際に留保価格だけを判断材料にしているために，全エージェントの留保価格以下とな

る価格になった時点で消費が安定し，価格変動が終わるためである．これに対して，代替品

選択を行う場合は価格が変動する．米とパンの価格変動に関して共通に現れる現象は，シグ

モイド関数のゲインが強い場合は振動の幅も大きいということである．これは，ゲインが強

い場合は代替品の選択がより不安定になるために，どちらかの商品に消費が偏りやすいため

であると考える．個別に比較した場合は，ゲインが強くなるほど，米の価格は高い水準にな

り，一方パンの価格は低い水準になる現象が起きた．これは，米の重量対価格がパンよりも

安い場合が多いために，パンの価格が留保価格以上の時に消費が米にシフトしやすいためで

あると考える．
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図 4: 各代替品選択確率の米の価格変動
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図 5: 各代替品選択確率のパンの価格変動

4.5 消費行動シミュレーションのまとめ

本章では，まず各品目毎の月平均額データを用いて，それぞれ異なる消費行動パラメータ

を持つエージェントを生成した．そして，Domain Knowledgeとして物の代替性という概

念をエージェントの消費判断に付与した．代替性は，物をカテゴリに分類し，シソーラス状

に設定した．これにより，商品の消費がシフトし，社会経済がもつ弾性力を再現した．この

ことにより，本稿では市場の価格変動に重要なのは物の代替性であることを言及した．今回

は代替性の設定を，米とパンの間だけに設定したが，この設定には議論の余地があると考え

る．本稿で言及した選好と同じく，個人によって代替可能なレベルは変わると考えられるた

めである．その場合はシソーラスの分類をもっと細かくすることで，更に複雑な創発現象が

期待できるため，今後の課題としたい．
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5 経済効果の波及シミュレーション

5.1 経済効果の波及シミュレーションの目的

前章では，一部市場での消費と生産の再現を行った．言い換えると，特定の産業を対象に

したシミュレーションである．これに対して本章では，全体の産業構造を再現し，産業間の

取引をシミュレート [17]することを目的とする．このシミュレーションにより，特定の産業

から発生した需要の増加が，他産業に影響を与えていく過程を動的に再現することを目指

す．そこで，産業連関表という産業間の取引総額を表す統計データを用いる．ただし，産業

連関表に記載されている産業は，「農林水産業」や「鉱業」という粒度の大きい分類である．

従って本章では，この産業を適切な構造で分解することで現実世界の産業構造のモデルに近

づける．また，Domain Knowledgeとして棚卸資産回転期間の情報を注入することで，各産

業の製品に対する時間特性を再現する．これにより各産業の生産に要する商品特性をシミュ

レーションに反映させ，動的な波及速度を議論できるようになる．

5.2 統計データ:産業連関表

総務省統計局から提供されている平成 17年産業連関表 [18]を用いる．産業連関表とは，

34に分類された産業同士の 1年間の取引を表にまとめたものである．産業連関表の一部を

表 1に示した．表を縦に見ることで，各産業が生産の為にどのような投入をしているかが読

み取れる．投入の種類では，各産業からの材料投入である内生部門と，雇用者所得や営業余

剰などに投入する粗付加価値部門がある．次に表を横に見ると，各産業がどのように製品を

販売しているかが読み取れる．販売の種類では，各産業への材料販売である内生部門と，消

費者の消費や政府消費等に販売する最終需要がある．また，産業関連表の性質として，各産

業の投入金額計と販売金額計は一致する．

5.2.1 経済波及効果分析

産業連関表を用いた経済分析は，表 1を生産額で割り係数化した投入係数表を用いて計算

する経済波及効果分析がある．投入係数表は表 2のようになる．この分析手法では，ある産

業に外部から投資された際に，経済効果が他産業にどの程度の量が波及するかを計算する

表 1: 産業連関表　取引基本表 (一部)
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ことができる．波及効果の計算は，「直接効果」「第一次波及効果」「第二次波及効果」の順

序に分けて行う．まず直接効果は，新たな消費の増加や新規投資によって発生した生産であ

る．次に，第一次波及効果は，直接効果によって発生した生産に対して必要な材料等を満た

すために，新たに発生する生産である．最後に，第二次波及効果は，直接効果と第一次波及

効果で増加した雇用者所得のうち消費にまわされた分により，各産業の商品等が消費されて

新たに発生する生産である．以上が経済波及効果分析の概略である．この経済波及効果分析

では，式 (1)によって最終的にどれだけの経済効果が創出されたかという定常解が計算でき

る．X は生産誘発高を表し，I は単位行列，Aは投入係数表に記載されている係数の行列，

Y は新規投入額のベクトルである．しかし，波及過程の動的な状態は不明である．そこで本

稿では，この経済波及効果分析を動的に拡張し，産業のマクロデータをミクロエージェント

に変換することで波及速度等を論じることを可能にする．

X = (I −A)−1Y (1)

5.3 シミュレーションへのマッピング:経済波及効果分析の動的拡張

経済波及効果分析の直接効果と第一次波及効果を 1ステップとし，繰り返すことで波及の

状態を動的に拡張する．すなわち，産業が新規投入によって最終需要に対して販売を行い，

その後その利益を用いて新たに製品の製造を行い，他産業から投入する．ここまでをシミュ

レーションの 1ステップとして，後は他の産業も同様に利益を用いて投入をする．この拡張

により，新規投入された産業と他の産業との経済的関連の距離の違いによって波及速度が変

化する．従って経済波及効果分析のような定常的な分析ではなく，波及するまでの期間や生

産高の推移の変化を論じることが出来る．そのために，本稿ではマクロ統計データである産

業連関表の産業を企業エージェントと見なし，更にミクロ化変換によってより企業間の関係

を現実に沿ったモデルにする．それにより企業間関係を複雑にすることで，波及経路の複雑

化を行う．そして社会特性の Domain Knowledgeとして，棚卸回転期間を付加する．棚卸

資産回転期間のデータを用いることで，産業毎の商品特性による生産タイミングの調整を行

うことを可能にする．

表 2: 産業連関表　投入係数表 (一部)
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5.4 ミクロ化変換:サプライチェーン推定

産業連関表では，マクロデータが産業毎の取引データであった．本章のミクロ化変換で

は，この産業を企業と見立て，取引データを適切に分解し，取引規模を調整する．まず，産

業連関表では，自産業が自産業と他産業の材料を投入し，生産を行う．この時，その自産業

への需要は他産業の需要よりも多い場合がある．これは現実では奇妙な状態であると考え

る．従って自産業からの需要部分を適切な量に分解し，再構成する必要がある．適切な量の

基準として，主要な取引先他産業への需要を用いる．具体的には，各産業ごとには主要な取

引先産業があると考え，需要の量に近づけるようにする．具体的には，主要な取引産業から

の需要が 10億であり，自産業からの需要が 21億であった場合は，自産業の需要を 2で割っ

て 10.5億の 2つに分解することで，主要な取引先産業への需要とと自産業からの投入のバラ

ンスを取る．このようにして他産業との関係から，自産業の需要部分を分割した後，分割し

た額を産業内の企業に分配する．この時，同じ産業内での企業の関係を考えると，中小企業

から大企業へ部品などの材料の需要の流れ，すなわち，サプライチェーンと解釈することで

現実的なモデルに近づける．そこで，本稿では産業間の関係から推定した分割数を用いて，

サプライチェーンの長さとした．その後，先頭企業を大企業，後続を中小企業と見立てて，

末広がりに企業間関係を形成した．今回は簡単化の為に 2分木状に構成している．

以上の手法で自産業内の企業間関係の構造を生成した後に，他産業への需要と投入の値を

各企業に，統計量を損なわずに分配する．この時，企業の投入と需要は，粗付加価値が 0以

上になるようにランダムに他産業と接続される．以上により構築される需要の関係図を有向

グラフで表すと非鉄金属業の場合は図 6のようになる．白い丸はそれぞれ異なる他産業で

あり，色付の丸は自産業の企業である．非鉄金属はそれぞれの企業が親企業に販売しつつ，

異なった他産業に販売している．現実の産業構造において，従業員数と事業所数の分布 [19]

や，企業間関係と企業規模 [20]が指数関数的になることから妥当であると考える．これによ

り，従来の経済波及効果分析のように他産業との関係を不均一にすることで，実際の社会の

複雑さを再現している．
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図 6: 企業と他産業の需要マップ
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5.5 Domain Knowledge:棚卸資産回転期間

各産業毎の製品特性として，製造に要する時間をDomain Knowledgeとして付加したい．

そこで，本稿では棚卸資産回転期間のデータを用いて製造タイミングを定義する．実際に用

いる棚卸資産回転期間のデータは財務総合政策研究所調査統計部より公開されている法人企

業統計調査 [16]を用いる．その中に掲載されている平成 17年の棚卸資産回転期間を表 3に

表した．ただし，サービス業などは棚卸が無く記載されていないため，0に設定した．また，

産業連関表とは異なる分類で集計されている産業もあるため，その部分は適宜分類を確認し

ながら調整を行った．棚卸資産回転期間が長い産業には，農林水産業と不動産がある．農林

水産業は，生産に時間を要するものが多いため，その分だけ在庫として保管される期間が長

い．また，不動産は土地の売買という流動性が弱い商材であるために棚卸回転期間が長い．

このように，各産業の用いる商材や商品の特性によって，生産誘発に要する時間や波及の停

滞が現実社会では発生していると考えられる．従って本稿ではこの棚卸資産回転期間の情報

を，需要が発生した後から新たに生産が始まるまでの期間として定義する．

5.6 経済効果の波及速度実験

5.6.1 実験による分析手法

1ステップを 1か月として生産誘発までの時間を検証する．まず，初めて生産が誘発さ

れた時点を「波及した」と呼称する．本稿では，既存の経済波及効果分析を動的に拡張し，

Domain Knowledge，サプライチェーン推定を適用することで現実の社会に構造を近づけて

いる．そこで，まずはDomain Knowledge，サプライチェーン推定による効果を検証する．

この時，生産誘発高の推移と波及速度の観点から分析を行う．その後，波及の定義を変更し，

実問題に適用した分析が可能であることを示す．

5.6.2 Domain Knowledge・サプライチェーンを適用しない場合

Domain Knowledge・サプライチェーンを適用しない場合の実験を行う．鉄鋼産業に新規

投入した場合の生産誘発の一部を図 7に表した．鉄鋼以外に取り上げた産業は，「パルプ・紙・

表 3: 棚卸回転期間 (月)
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木製品」「電気機械」「公務」である．電気機械産業は鉄鋼産業と関係が深い．これに対して

公務は，全体的に他の産業と関係が薄い産業である．そのため，新規投入によって鉄鋼業の

生産が誘発された後に，電気機械，公務の順番で生産が誘発されるために，公務にまで波及

するのには 3ステップ要する．また，各産業の生産が収束していくのは，産業連関表に表さ

れている通りに粗付加価値として産業に取り込まれていくためである．

次に，新規投入先産業毎に，全ての産業に波及するまでの時間を表 4に表した．事務用品，

分類不明は 4ステップかかり，それ以外の産業が 3ステップで全ての産業に波及する．これ

は，2ステップ目で関係のある産業に全て波及し，関係の無い産業にはその後他産業から波

及するためである．すなわち，産業連関表の動的拡張によって，直接的な産業間の経済的距

離をが判明する．

表 4: 波及完了時間 (動的拡張)
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図 7: 鉄鋼に新規投入した場合の波及推移 (動的拡張)
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5.6.3 Domain Knowledgeを適用した場合

Domain Knowledgeを適用した場合の実験を行う．前節と同様に鉄鋼産業に新規投入した

場合の生産誘発の一部を図 8に表した．鉄鋼産業の生産誘発が，定期的に高く上昇するの

は，棚卸資産回転期間のサイクルで生産を行っているためである．波及初期の生産誘発高が

大きいために，この定期的な生産タイミングによって公務や電気機械の生産タイミングにも

影響を与え，一定間隔で生産が誘発される現象が現れた．これに対してパルプ製品の産業が

なだらかに推移しているのは，鉄鋼業以外からの多方面からの需要によって，ある程度安定

して生産が誘発されているからである．他に前節の動的拡張だけの場合と比較すると，電気

機械やパルプ製品産業よりも公務が先に生産誘発されている．公務は分類不明の産業だけに

需要がある．そのためこの場合の波及の経路は鉄鋼，分類不明，公務の順である．この時，

分類不明と公務は棚卸資産回転期間を 0に設定したため，結果的に電気産業よりも早く生産

が誘発される．

次に，新規投入先産業毎に，全ての産業に波及するまでの時間を表 5 に表した．ほとんど

の産業が 6,7カ月で波及することから，Domain Knowledgeによる波及の停滞によって全産

業に波及する経路を通る際に 5,6か月を要することがわかる．これに更に，農林水産業，不

動産の場合は棚卸資産回転期間の値分だけ更に時間を要するため，波及が遅い．

表 5: 波及完了時間 (Domain Knowledge適用)
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図 8: 鉄鋼に新規投入した場合の波及推移 (Domain Knowledge適用)
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5.6.4 サプライチェーンを適用した場合

サプライチェーン推定を適用した場合の実験を行う．鉄鋼産業に新規投入した場合の生産

誘発の一部を図 9に表した．鉄鋼産業が生産誘発された後に，パルプ製品産業，公務が同

時期に生産誘発され，その後電気機械産業の生産が誘発される．今回はサプライチェーン推

定によって，産業がミクロに分解され，波及経路がランダムに構成される．これにより今回

は，鉄鋼産業と電気機械産業の関係が，産業内の波及開始地点から遠かったために公務より

も遅く波及している．これは，新規投入は最終需要として扱われることから，産業をサプラ

イチェーン推定にてミクロ化した場合は先頭の企業から生産が誘発されるとは限らないため

である．

次に，新規投入先産業毎に，全ての産業に波及するまでの時間の 100回平均を表 6に表し

た．サプライチェーン推定を適用しただけでは，ほとんど波及時間に影響を与えないことが

わかる．これは，産業を分解しても産業数は 34あるために，全産業へ到達する経路自体は

多く存在するためであると考える．この影響は生産誘発の推移図からも見ることが出来る．

動的拡張だけの場合と比較すると，他産業への波及の推移が段階的になっている．これは動

的拡張だけの場合は多くの波及経路から一度に生産が誘発される事に対して，少ない波及経

路から生産が誘発されていることと，遅れて波及してきた生産誘発が表れるためである．

表 6: 波及完了時間 (サプライチェーン推定適用)
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図 9: 鉄鋼に新規投入した場合の波及推移 (サプライチェーン推定適用)
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5.6.5 Domain Knowledgeとサプライチェーン推定を適用した場合

まず，鉄鋼産業に新規投入した場合の生産誘発の推移の一部を図 10に表した．前節まで

に検証してきた推移とは異なる形状になっている．特にパルプ製品産業は前節まではなだら

かに生産を誘発していたが，サプライチェーン推定による波及経路の減少と，棚卸資産回転

期間による各産業の生産タイミングの分散によって波及が不規則になっている．

次に，新規投入先産業毎に，全ての産業に波及するまでの時間の 100回平均を表 7に表し

た．全体的に Domain Knowledgeを適用した場合の影響が大きいことがわかる．そこにサ

プライチェーンによる影響が加わり波及が遅れる．特に鉄鋼業は，1.84カ月波及が遅れる

結果になった．鉄鋼の場合は，比較的にサプライチェーンが長いことが影響していると考え

る．しかし，鉄鋼よりもサプライチェーン長が長い産業は他に輸送機械や医療・保健関連の

産業が存在する．これらは，表 7より，鉄鋼に対して波及時間が短いことがわかる．この理

由として，販売先産業が極端に少ないことが挙げられる．すなわち，波及の入り口部分が少

ない産業であるため，需要の投入先企業が先頭の企業に限定されやすいためである．これは

サプライチェーンの構築時に，投入よりも需要を大きく設定しなければならないことに起因

している．その結果産業内に波及がスムーズに伝わるため波及時間のロスが無くなる．これ

に対して鉄鋼は入力，出力両方が多いので，経路が複雑に構成される．これにより関係が多

い鉄鋼では波及が遅れて到達する産業が発生し，全産業まで波及するのに時間がかかったと

考える．次節では，この設定を用いて生産誘発高を考慮した波及の定義を用いて速度分析を

行う．

表 7: 波及完了時間

23



図 10: 鉄鋼に新規投入した場合の波及推移
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5.6.6 経済効果の波及度に対する速度

前節までは，単純に生産誘発されるまでの速度での分析を行った．しかし，実際には各産

業にどの程度の生産誘発があったかを基準に分析が必要であると考える．そこで，初めの新

規投入額に対する一定以上の割合が生産誘発された場合を基準に分析を試みる．この時の新

規投入に対する割合を波及度と呼称し，波及度の生産誘発を満たした時点で波及したとす

る．まず，波及度 0.1％の場合の分析結果を結果を表 8と表 9に表した．この表では，列毎

に見ることで新規投入先毎に，各産業に波及した時点を表している．表中にNAとなってい

るのは，わずかな生産誘発があったにせよ，新規投入額の 0.1 ％に満たなかったパターンで

ある．例えば，医療関係に経済効果が波及するまでの時間を見ると，ほとんどがNAになっ

ている．すなわち，医療関係への経済効果は他産業発信の場合であると，非常に効果が薄い

ことがわかる．これは，医療の需要先産業が極端に少ないため，波及経路を経て経済効果が

減衰しているためである．また，下段にて速度の平均と最大値を表しているが，これらは

NAの値は考慮していない．次に，新規産業毎の最遅波及速度を比較すると，輸送機械が一

番遅く，次に鉄鋼が遅い結果になった．鉄鋼と輸送機械はサプライチェーン長が長い産業で

ある．従って産業内のチェーンを経る経路と，他産業から迂回して到着する経路の両方で経

済効果が減衰することで全産業に普及するまでの期間が長くなると考えられる．しかし，輸

送機械は医療に対して普及しなかったが，鉄鋼業は普及する結果になった．表を行毎に見た

場合，すなわち波及先の産業毎に見ると，金融業や対事業所サービス，情報通信業等が早く

普及している．従って，多くの産業から需要がある重要な産業であると考える．

次に，異なる 2産業に対して新規投入を行った際の普及速度を検証する．新規投入は 2産

業に均等に行い，波及度は全投入の 0.1％と定義した．全てのパターンで検証したところ，

情報通信と医療関係業に投入した場合に全産業に波及するまでの速度が 6.36 カ月と最も早

い結果となった．これは，1産業に投入した際は電子部品に投入した 12.66カ月が波及するま

で最も早い事から，2産業から投入した場合は普及するまでの期間を半減する結果となった．
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表 8: 波及完了時間 (波及度 0.1％)
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表 9: 波及完了時間 (波及度 0.1％)　続き
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5.7 経済効果の波及効果シミュレーションのまとめ

本章では，ミクロ化変換によって産業関連表に表されている産業から企業エージェントを

生成し，産業間と企業間関係を考慮して構築した．そして，産業毎の製品特性を表現するた

めに，Domain Knowledgeとして棚卸回転期間を設定した．これにより産業毎の製品特性

の影響によって，需要が発生してから生産につながるまでの時間差を再現した．実験では，

棚卸回転期間が波及速度に影響を与える場合と，サプライチェーンの長さが影響する場合の

結果を表した．特にサプライチェーンが長いだけが波及の速度に影響するのではなく，グラ

フ理論で言われる中心性が重要であると考察した．また，この時鉄鋼産業を中心に論じた．

鉄鋼はかつて産業の米と言われるほどに経済内で重要な産業であり，今でも多くの産業と深

い関わりがある．このことからも，鉄鋼産業の特異性を表すことが出来たのは本稿の大きな

成果であると考える．また，今回のシミュレーションで鉄鋼産業はサプライチェーン長が 4

であると計算した．文献 [21]によると，鉄鋼製品の製造の段階は製銑，製鋼，圧延，加工と

あり，前に行くほど大掛かりな設備がなるため，この並びが大企業→中小企業の製造プロセ

スになる．現在では系列化が進み，新日鉄住金のように全て一貫で行う企業が存在するが，

カンパニー制のような枠組みで論じればこのサプライチェーン推定は妥当であると考える．

次に，波及度という分析の定義を行い実験した．その時には 1産業だけに投入した場合と，

2産業に投入した場合の波及の効率化を分析可能であることを示した．これにより，公共事

業等で経済を刺激する際に，波及期間による最適化や調整をシミュレーションで予測するこ

とに活用できると考える．
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6 考察

マクロミクロシミュレーションフレームワークの概念を作成し，2種類の社会シミュレー

ションを行った．マクロミクロシミュレーションフレームワークは，統計データをミクロ

化変換することでミクロデータを生成し，各エージェントに適用する．更に，社会特性を

Domain Knowledgeとしてシミュレーションに反映させることで，より社会を現実のモデル

に近づける．マクロミクロシミュレーションフレームワークの最大の特徴は統計データのミ

クロ化変換である．本稿の 4 章ではマクロ統計データが年収階級毎の月平均消費額，ミクロ

化変換が統計データの連続化と消費額の交換を用いて選好のミクロデータを抽出した．そし

て 5章では産業連関表という産業構造のデータを企業間関係を考慮することでミクロデータ

に変換した．このミクロ化変換により，従来のようにミクロデータを大量に調査・収集する

ことなくシミュレーションを構築し，分析を行っている．これは，統計データがどのような

ミクロデータで構成されているかの仮説を立てることで実現している．

関連研究ではマクロ経済学による経済予測と，社会シミュレーションの例を挙げた．ま

ず，マクロ経済学のアプローチでは既知のマクロ統計データを用いて将来の経済状況を推計

することで，GDP 等のマクロ指標を予測している．これは予測が長期のものであり，技術

の発展や経済状況の変化を無視できない為である．これに対して本稿は局所的で近い将来の

再現を目的としているために技術発展等による効果は無視した検証を行っている．しかし，

KDB や JIEDA モデルのような産業分類の再構成は参考にすべきである．その場合，より

局所的な分析を行う為には本稿のサプライチェーン推定のようなミクロ化を更に適用して，

現実の粒度に近づける処理が必要であると考える．

次に，社会シミュレーションの例では，出口らの研究のように人工経済を作成し，分析を

行っている．具体的には，収集したデータを基に人間の行動等を発見し，経済主体 (エージェ

ント)の行動原理とする．そして人工経済の中でのルールベースのエージェントの挙動を分

析することで，経済現象やエージェントの妥当性を考察している．この場合現実モデルとの

一致性やパラメータの妥当性などの検証が非常に困難である．これは経済的な環境と経済主

体とが相互に影響を及ぼすために，それぞれを精錬することが難しいからである．例えば現

実との比較検証を行う場合を考えると，(1)シミュレーションと同じ条件を現実に再現し実

験，(2)経済現象の統計データを用いて傾向等の一致性の検証，(3)パラメータを網羅的に検

証することで反応性の解析，の 3種類が考えられる．理想的には (1)にてミクロなデータを

全て収集することでシミュレーションとの差分を検証していくことで経済的環境とエージェ

ントの行動原理を精密に評価できるが，現実的ではない．次に (2)の場合は，過去のデータ

を基にシミュレーション内のパラメータ等を調節していくことで精錬が可能になると考え

る．しかし，入手可能なデータを考慮すると，局所的かつ過渡的なデータを入手するのは非

常に困難である．すなわち検証することができるのは人工経済とエージェントによる合力が

一致するかどうかのマクロ指標的な部分になり，個々の検証，言い換えると環境と行動原理

それぞれが正しいと論じることができない．最後に (3)では，エージェントの行動原理に焦

点を絞った検証が可能である．すなわちエージェント同士の創発現象の部分に注目する．こ

の時に正解となるようなデータがあればよいが，(2)で挙げた理由から難しい．従ってパラ

メータと現象の間に知見を見出すことで，行動原理の追求を行うことを可能にする．以上の

ように，社会シミュレーションにおいて現実との一致性を満たすことが困難な場合が多い．

これに対して本稿では，マクロ統計量を保存することで現実社会との一致性をある程度満た

す．しかし，個々のエージェントの行動原理等はまだ精錬の余地がある．この時に，他の行

動原理等を本稿に適用し，マクロ経済学的分析と比較することで現実との一致性を検証でき

29



ると考える．例えば出口らの研究では，9つの大きな分類の経済主体を人間が操作し，経済

状況への対応の仕方を抽出し，エージェントの行動原理へと適用した．これに対して本稿で

は，経済波及効果分析の理論と棚卸回転期間 (Domain Knowledge)を用いることでエージェ

ントの行動原理を決定している．これによって経済学の分野の静的分析に対して矛盾無く，

経済現象を動的に再現することができる．しかし，1つのミクロなエージェントの行動原理

としては，実際の人間の行動から調査している出口らの手法の方が，妥当性があると考えら

れる．そこで，出口らの行動原理を本稿のエージェントの行動原理に適用すれば，静的な経

済分析との相違点を検証でき，更なる行動原理の追求を行うことが出来る．

以上のように本稿で提案したマクロミクロシミュレーションフレームワークからは，政府

統計データから自動的に抽出したミクロデータによる環境を提供することを可能にし，後は

行動原理等の理論を精錬することで，動的な分析と静的な分析両方を行う環境構築が可能で

ある．更に，本稿では政府統計データという誰でも利用可能な情報を資源として扱っている

ために，様々な人々が理論を議論・実証する環境としても活用できると言う点でも有用な手

法であると考える．
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7 結論

本稿では，統計データを適切にミクロデータに変換することで現実社会に忠実なモデルと

粒度の細かいミクロエージェントを生成し，シミュレーションを行った．まず，マクロ統計

データの性質や特性を述べることで，適切なミクロデータとは何かを定義した．次に，本稿

で統計データを用いたシミュレーションを行う場合のフレームワークを説明した．この時，

消費モデルを例に挙げて政府統計データの変換の一例を表した．そして，シミュレーション

を現実に則したモデルにするための要素としてDomain Knowledgeを取り上げ，シミュレー

ションへの適用手法を述べた．次に，消費行動のシミュレーションを行った．消費行動を現

実社会に則したモデルにするために，Domain Knowledgeとして物の代替性を導入した．物

の代替性によって市場で消費の移り変わりを再現し，動的な価格形成を再現している．続い

て，経済効果の波及シミュレーションを行った．ここでは，産業の企業間関係を考慮するこ

とでマクロからミクロな構造を推定し，構築している．Domain Knowledgeとしては棚卸回

転期間の情報を各産業に付加することで，産業特有の生産速度の再現を行い，波及の遅れ等

の動的特性を再現している．この 2つのシミュレーションを行うことで，統計データから現

実に則したモデルのシミュレーションが構築できることを示している．

今後の課題としては，シミュレーションのミクロな部分の妥当性の検証方法が挙げられる．

本稿は統計データを社会が表す真のデータとして捉えているために，マクロ的な状態は保

存している．しかし，動的な特性は統計データからは読み取れないために，良く知られてい

る経済現象以外は，シミュレーションで表された動的特性が真であるかどうかが断定できな

い．例えば経済の波及効果シミュレーションでは最後に鉄鋼産業のモデル化についての妥当

性を論じたが，これは鉄鋼産業について特別に調査した結果判明した事実を基にしている．

従ってこの手法で妥当性を検証する場合，他産業もそれぞれ特別に調査することで産業の性

質や製造過程等をデータとして収集しなければならなくなる．鉄鋼のように製造物が明確

であり，重要な産業であれば既存の研究や文献から知見を得ることは可能であるが，サービ

ス業等経営の形態が不規則な産業も多い．従って鉄鋼業のような調査を他の産業全てに適用

することは現実的ではない．この問題を解消するためには，動的な現象に影響を与える要素

を検出し，分析が容易に行える機構が必要であると考える．従ってマクロミクロシミュレー

ションフレームワークの精錬によって，汎用的な分析手法の確立を行うことを今後の課題と

したい．
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